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寄　稿

（THE GLOBAL SUSTAINABLE SEAFOOD 

INITIATIVE）から最高レベルの国際的環境認
証制度として認められた。環境認証制度が多
様であること、ローカリティを許容すること
は良いことである。MELがグローバル市場で
の認知度を高め、MSCやASCと肩を並べてい
くことが期待される。
しかし現実の日本国内市場において、これ

ら環境認証制度はなかなか定着化しない。な
ぜだろうか。

2　日本における環境認証制度の課題
（1）　環境認証制度の意義

水産食料生産における環境配慮の実現は全
人類的課題である。しかし多くの国には管理
能力がなく、政府も信用されていない。また
グローバル化が進む水産物のバリューチェー
ンにおいて特定国の管理は有効ではなく、環
境配慮の有無が明確ではない可能性もある。
商品そのものに世界共通の環境性能を付加し、
それがどの国の消費者にも容易に理解される
仕組みが必要なのだ。そこで国際NGOが主体
となり、市場システムを利用した国際的制度
を構築しようとしたのが環境認証制度である。
消費者の自発的な価格プレミアム（非認証商品
価格との差額）支払いを通じ、環境配慮に取り
組む生産者を支えるグローバルな仕組みを構
築し、環境性能の高い商品だけが生き残る社
会を作ろうとしているのだ。市場システムを
利用して公益的価値を実現する取り組みは、
現代的かつ正しい発想だろう。

1　日本における水産環境認証制度の現状

水産物のグローバル市場において環境認証
制度（企業等が自主的に行う環境配慮について、
第三者機関が一定以上の水準にあることを認証

することにより、環境にやさしい企業であるこ

とや環境に良い製品であることを消費者に認知

させる仕組み）が普及し始めた。最も普及して
いるのが漁業を対象とするMSC（海洋管理協議
会）認証そして養殖を対象とするASC（水産養
殖管理協議会）認証である。ともに欧州で始ま
った制度であり、欧州の単純で大規模な漁
業・養殖生産を前提にその仕組みや認証基準
が定められている。認証費用も相当に高い。
筆者は日本でのMSC認証事例を複数地区で実
態調査したが、この制度は複雑で変動性に富
む水産資源を柔軟に利用してきた日本漁業に
おいて適用しにくいことは明らかだ。認証費
用も高すぎる。その結果、日本では取得が進
まず、環境認証商品として販売されるのは輸
入品ばかりという奇妙な状況が生み出されて
いる。この仕組みがもし、認証ラベルがない
国産水産物は「環境によくない食品」だとい
う不当な認識を消費者に与え本来的に優れた
商品を選択されにくくしているとすれば、市
場が不当に歪められ消費者の利益が奪われて
いることになろう。
そこでMEL（マリン・エコラベル・ジャパン

協議会）が立ち上がった。日本の水産資源利用
のあり方を前提とした認証基準を設け、取得
費用も低く抑えた。2019年末には、世界の認
証制度を評価する第三者機関であるGSSI

鹿児島大学 水産学部 教授　佐野雅昭

日本の水産物市場における環境認証制度の批判的検討

農林中金総合研究所 
https://www.nochuri.co.jp/



農中総研　調査と情報　2021.7（第85号） 31

しい言い方をすれば「透明性のない怪しげな
集金システム」になっているのではないか。
私の調査では、COC企業が生産者から調達す
る際の価格水準は非認証商品とたいして変わ
りなく、消費者の善意は生産者には届いてい
なかった。COC企業に認証を与える際には、
生産者が支払う認証コストを確実に補償する
価格で買い上げることを条件とすべきだろう。
また消費者に対しても、価格プレミアムが生
産者に届いていることを証明する制度が整え
られるべきだろう。価格プレミアムはCOC企
業が消費者から預かったものであり、自分た
ちの稼ぎではない。それを透明化できない制
度なら信頼には値しない。

3　おわりに

私が行ったアンケートでは、環境配慮に対
して価格プレミアムを支払う意欲のある消費
者が増えていることが明らかとなった。特に
若い世代で意識が高まっており、今後日本で
もある程度の市場が形成される可能性は高い。
こうした状況を生かし、環境配慮を行う生産
者が生き残れる社会の構築を環境認証制度は
目指すべきだ。COC企業が中心となり、透明
性の高い流通チャネルが開発されることを期
待する。逆に、認証制度が市場を歪め、特定
企業の市場支配の道具とならないよう、我々
は常に厳しく監視しなければならない。環境
認証制度が環境配慮を行う生産者を保護する
ことができなければ、それは単なる集客ツー
ルに終わる。それはこの制度の死を意味する
だろう。

（さの　まさあき）

（2）　環境認証制度が成功しない理由

この仕組みは、環境配慮に要するコスト負
担を引き受ける倫理的な消費者によって構成
された市場の存立を前提条件とする。しかし
現在の日本ではそれが形成できない。なぜ海
外と違い日本ではできないのか。筆者は大き
く３つの理由があると考える。
まず消費者マインドである。日本では国な

ど公的機関が水産資源の管理を行ってきたし、
国民は民間よりも政府を信頼している。利害
関係者である民間企業が主導する制度や十分
な情報を持たない消費者に任せるのではなく、
公共の立場から政府や専門家がそれらに対し
責任を持つべきだと考えるのは自然ではない
か。実際に、国産水産物の多くは行政や漁業者
団体の管理下で厳しい資源管理規制にのっと
り十分な環境配慮の下で生産されている。民
間が環境性能を証明する必要を感じないのだ。
次に小売りに関わるCOC企業（環境認証制度

の中では、当該商品を流通・加工・小売する企

業も認証を取得する必要があり、それらをCOC

［Chain of Custody］企業と呼ぶ）の問題だ。日
本の大手小売業の多くが価格訴求型MD（マー
チャンダイジング）を徹底してきた。もしCOC
企業が売り場の大半で非認証商品の安売りを
日常的に行う一方、相対的に高価な認証商品を
同じ空間で販売しているとすれば、それは理解
されにくい。小売業者自体の環境配慮意識が
信頼できないからだ。安価に販売しているな
らなおさら問題だろう。COC企業が本気なら
ば、認証商品のみに取り扱いを絞り込み、非
認証商品を売らないMDを構築すべきだろう。
また、消費者が支払う価格プレミアムが生

産者に届いた証明がなく、環境維持に貢献で
きている実感が得られないことも問題だ。厳
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